
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

中心経営体が、農地情報を農業委員、農地最適化委員へ積極的に提供していき、集約化に取組む。

農地情報を、農地中間管理機構へ繋げる体制づくりに努める。

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 14.9 ｈａ

（備考）

アンケート結果によると、有家町の縮小・離農したい耕作面積が２９．７８ｈａに対し、拡大したい中心経営体の意
向面積が１７．５ｈａと少なく、新たな農地の受け手の確保が必要である。
石田地域（有家中部）が基盤整備検討中であるが、意見の集約にもう少し係る予定であり、早急に地域での意見
の集約をすすめる必要がある。
今後、葉たばこ耕作者の減少に伴う、他作物の振興、担い手の確保（新規就農者・他地区の経営体）が必要であ
る。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

③地区内における７５才以上の農業者の耕作面積の合計 35.8 ｈａ

ⅰ　うち後継者未定または不明の農業者の耕作面積の合計 32.5 ｈａ

①地区内の耕地面積 301.5 ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 172.9 ｈａ
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